
係

数（箇所） ― 2 2 5 1

9

1
指標
活動 マンホール

1

トイレ整備率（％） ―

4

8.7 8.7 21.7 47.8
指標

　避難所にマンホールトイレ整備済みの市（碧海５市）：碧南市、安城市、知立市、高浜市
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 23,103 8,250 72,850 合計 8,250,000 円
委託料 8,250,000 円

財
　
源

特定財源 0 10,692 4,100 54,525

一般財源 0 12,411 4,150 18,325

職員人件費　② 0 3,081 1,867 1,883

総事業費（①＋②） 0 26,184 10,117 74,733

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 社会資本整備総合交付金（国
）

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 福祉

令

安全

基本施策 防災
施策

和

体系
施策の内容 防災体

２

制の充実

目
　
　
　
的

　

年

避難所にマンホールト

度

イレを整備すること

主

評

た
る
内
容

〇マンホール

価

トイレ設置設計
により

）

、災害発生時のトイレ

刈

不足を解消する 〇マン

谷

ホールトイレ整備工事

市

とともに、衛生的なト

事

イレ環境を確保するこ

務

とで、感染症等による

事

災害関連死等を防ぐ。

業

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

評

市地域防災計画

根拠法

価

令

対象者 市民 事業期間

シ

令和元年度 ～ 令和９年

ー

度

実施方法 ■直営　■

ト

委託　□指定管理　■

（

補助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

部

績

３０年度実績 元年度

生

実績 ２年度実績 ３年度

活

計画

　 ・設置設計　4

安

避難所 ・設置設計　5

全

避難所 ・整備工事　3

部

避難所
　 　（日高小、

一

富士松南小 　（平成小

般

、小垣江小、 　（日高

会

小、雁が音中、朝日
　

計

　　雁が音中、朝日中

避

） 　　小垣江東小、東

難

刈谷小、 　　中）
　 ・

所

整備工事　2避難所 　

マ

　刈谷東中）
　　　―

ン

―――――― 　（衣浦

ホ

小、刈谷南中）

　下水

ー

道本管が整備されてい

ル

る指定避難所に対して

ト

マンホールトイレを整

イ

備することで、災害発

レ

生時における安心・快

整

適

成果
に使用できるト

備

イレ環境を迅速に確保

事

することに寄与するこ

業

とができた。

　各指定

担

避難所にマンホールト

当

イレ整備後に、自主防

課

災会が開催している避

危

難所開設訓練等と一緒

機

に設置訓練を実施する

管

ことなどで、地域住民

理

の中で設置できる方を

課

増やしていく必要があ

款

る。また、簡単に設置

項

できるように設置マニ

目

ュアルを
課題

整備する

担

必要がある。

指標名称

当

（単位）
実績値 目標値

係

３０年度 元年度 ２年度

防

３年度 ５年度

活動 マン

災

ホールトイレ累計整備
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　避難所

令

環境の整備に対する自

和

主防災会からのニーズ

３

は非
・法的業務

高い
常

年

に高くなっている。特

度

に避難時におけるトイ

（

レ問題は注
必要性 ・市

令

民ニーズ、社会需要 目

和

度が高く、継続して整

２

備することで、より快

年

適な避難所
・市民生活

度

上必要である　など 環

評

境を整備する必要があ

価

る。

　下水道本管へ接

）

続する管の延長により

刈

、設計金額、工事
・コ

谷

ストの節減、費用対効

市

果
普通

金額が変動する

事

ので、避難所における

務

適切な設置場所を検
効

事

率性 ・執行体制の効率

業

性 討し、可能な限りコ

評

スト削減をしていく。

価

・手段の最適性　など

シ

　避難所環境の整備は

ー

、公助として市が主体

ト

となって実施
・市が主

（

体となって実施する
高

様

い
する必要がある。ま

式

た、総合計画（防災体

２

制の充実）に位
妥当性

）

　べき事業であるか 置

会

づけられた取組である

計

。
・総合計画との整合

名

性　など

　総合計画に

担

おける防災体制の充実

当

を推進するための事業

部

施策への ・施策への貢

生

献度
高い

として、必要

活

な事業である。避難所

安

にマンホールトイレを

全

・目標達成度 整備する

部

ことで、災害発生時に

一

避難者等がより快適に

般

過ご
貢献度 ・市民サー

会

ビスへの効果　など せ

計

る避難所環境を確保す

避

ることができる。

今後

難

の方向性 ■拡充　□現

所

状維持　□改善・効率

マ

化　□縮小　□終期設

ン

定　□休止・廃止

　避

ホ

難所環境（主にトイレ

ー

）の整備に対する市民

ル

ニーズは高まっており

ト

、下水道本管が整備さ

イ

れている避難所に対し

レ

て、継続的にマンホー

整

ルトイレを整備する必

備

要がある。

事業
担当

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

課

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

危

　
∨

機管理課

款 項 目 担当係 防災係



4

料及び賃借料

一般財源 0 6,050 2,851 0 2,260,923 円

職員人件費　② 0 1,925 4,106 0

総事業費（①＋②） 0 7,975 6,957 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

令

本施策 防災
施策体系

施

和

策の内容 災害対策本部

２

機能の充実

目
　
　
　
的

年

　災害時に市役所と防

度

災関係機関、避難所等

評

主
た
る
内
容

　平成16

価

年に整備した防災行政

）

無線（移動系)
との非

刈

常時通信手段を確保す

谷

る。 を更新するほか、

市

発災直後に市民の被災

事

状況
を迅速に把握する

務

ために活動する部署や

事

施設
に無線機を新規配

業

備する。

位
置
づ
け

関連

評

計画

根拠法令

対象者 事

価

業期間 令和元年度 ～ 令

シ

和２年度

実施方法 □直

ー

営　■委託　□指定管

ト

理　□補助・助成　□

（

その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業

当

　
実
　
績

３０年度実績

部

元年度実績 ２年度実績

生

３年度計画

　 ・電波伝

活

搬調査実施 ・無線機器

安

のリース ・無線機器の

全

リース
　 ・設計図書作

部

成 （防災情報伝達事業

一

に統合）
　
　
　　　―

般

――――――

　防災行

会

政無線を更新し、新た

計

な通信体制を整備した

防

。

成果

　災害時に確実

災

に通信できるように、

行

通信訓練を行う必要が

政

ある。

課題

指標名称（

無

単位）
実績値 目標値

３

線

０年度 元年度 ２年度 ３

更

年度 ５年度

活動 防災行

新

政無線更新事業進捗率

事

（％） ― 50.0 10

業

0.0 ― ―
指標
活動
指

担

標

他市との
比較検証

当課 危機管理課

款 項

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

目

ト

単位：千円
３０年度

担

元年度 ２年度 ３年度 ２

当

年度

（決算） （決算）

係

（決算） （予算） 事業

危

費内訳

事業費　① 0 6

機

,050 2,851 0

管

合計 2,850,52

理

3 円
需用費 176,

係

000 円

財
　
源

特定

9

財源 0 0 0 0 役務費 4

1

13,600 円
使用



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　災害時に備え

令

た通信インフラの整備

和

は、他で補完するこ
・

３

法的業務
高い

とができ

年

ず、本事業による整備

度

が必要である。
必要性

（

・市民ニーズ、社会需

令

要
・市民生活上必要で

和

ある　など

　電波伝搬

２

調査を行うことで、今

年

後導入する無線機の電

度

波
・コストの節減、費

評

用対効果
普通

の効率的

価

な運用を図り、最適な

）

台数や方法で機材の運

刈

用を
効率性 ・執行体制

谷

の効率性 図ることがで

市

きる。また、新たな通

事

信体制を確実に整備す

務

・手段の最適性　など

事

るため設計図書を作成

業

する。

　平成１６年度

評

に導入した無線設備の

価

老朽化に伴い、早期
・

シ

市が主体となって実施

ー

する
高い

の更新が求め

ト

られている。
妥当性 　

（

べき事業であるか
・総

様

合計画との整合性　な

式

ど

　最も信頼度が高く

２

、機密性が保たれる通

）

信が可能で、災

施策へ

会

の ・施策への貢献度
高

計

い
害対応業務において

名

、その性能・能力は業

担

務の根幹を成す
・目標

当

達成度 インフラであり

部

必要不可欠である。
貢

生

献度 ・市民サービスへ

活

の効果　など

今後の方

安

向性 □拡充　■現状維

全

持　□改善・効率化　

部

□縮小　□終期設定　

一

□休止・廃止

電波伝搬

般

調査及び設計図書に基

会

づき、必要になる無線

計

資機材等を効率的に整

防

備する。

災行政

Ｃ

無

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

線

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

更

∨

新事業
担当課 危機管理課

款 項 目 担当係 危機管理係

9 1 4



に更新等するとともに、資器材の点検等を行い、適切に

成果
管理することができた。また、避難所での感染症蔓延を防ぐために、感染症対策資器材を購入することができた。

　現在、食料等の備蓄量を計画的に増やしており、今後の更新計画を適切に執行するとともに、保存期限等が過ぎる備蓄

品の処遇について検討する必要がある。また、購入してから相当の年数が経った資器材もあるので、更新等も検討する必
課題

要がある。全避難所に必要最低限の感染症対策資器材を配備できなかったため、今後配備する必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

備蓄品更新計画推進率（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
指標

 
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 17,561 25,109 43,757 29,661 合計 43,757,402 円
需用費 37,590,405 円

財
　
源

特定財源 0 1,244 10,754 2,885 役務費 56,

Ｄ

455 円
委託料 1,

　

722,730 円

一

　

般財源 17,561 2

　

3,865 33,00

Ｏ

3 26,776 使用料

　

及び賃借料 9,262

　

 円
備品購入費 4,3

∧

78,550 円

職員

　

人件費　② 11,18

　

8 11,167 13,

実

439 13,560

総

　

事業費（①＋②） 28

　

,749 36,276

施

57,196 43,2

　

21

建
設
事
業

全体事業

　

費（単位：千円） 0 ２

∨

年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 南海トラフ地震等対策事業費
補助金

４年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 防

令

災
施策体系

施策の内容

和

防災体制の充実

目
　
　

２

　
的

　災害に備えて、

年

備蓄倉庫内の非常食に

度

つい

主
た
る
内
容

〇備蓄

評

品の更新
て計画的に更

価

新し、資器材の管理等

）

を行うこ 〇資器材の管

刈

理
とにより、災害発生

谷

時に市民の避難所等で

市

の
生活を維持する。ま

事

た、避難所における感

務

染
症対策に必要な資器

事

材や備蓄品の整備、管

業

理
を行い、感染症の蔓

評

延を防ぐ。

位
置
づ
け

関

価

連計画  刈谷市地域防

シ

災計画

根拠法令  

対象

ー

者 市民 事業期間 ～

実施

ト

方法 ■直営　■委託　

（

□指定管理　■補助・

様

助成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ

部

　
事
　
業
　
実
　
績

３０

生

年度実績 元年度実績 ２

活

年度実績 ３年度計画

・

安

備蓄品（水・クラッカ

全

ー・ ・備蓄品（水・ク

部

ラッカー・ ・備蓄品（

一

水・クラッカー・ ・備

般

蓄品（水・クラッカー

会

・
　アルファ米等）更

計

新購入 　アルファ米等

災

）更新購入 　アルファ

害

米等）更新購入 　アル

対

ファ米等）更新購入
・

策

要配慮者（女性・乳幼

管

児） ・備蓄品（クッキ

理

ー）追加購 ・備蓄品（

事

クッキー・携帯ト ・備

業

蓄品（クッキー）追加

担

購
　向け備蓄品購入 　

当

入 　イレ）追加購入 　

課

入
・浄水装置保守点検

危

・浄水装置保守点検 ・

機

浄水装置保守点検 ・浄

管

水装置保守点検
・使用

理

済み毛布クリーニング

課

・使用済み毛布クリー

款

ニング ・保存食等廃棄

項

物運搬処理 ・保存食等

目

廃棄物運搬処理
・保存

担

食等廃棄物運搬処理 ・

当

保存食等廃棄物運搬処

係

理 ・感染症対策資器材

防

（簡易 ・感染症対策資

災

器材（簡易
　ベッド、

係

段ボール間仕切 　ベッ

9

ド、段ボール間仕切
　

1

り、消毒液等）購入 　

4

り、消毒液等）追加購入

　備蓄倉庫の備蓄品（水・クラッカー・アルファ米等）を計画的



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　災害時に備え、必要な

令

設備や資器材を整備す

和

ることは、
・法的業務

３

高い
市民の生命や財産

年

を災害から守ることに

度

つながる。また、
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

令

需要 避難所における感

和

染症対策を行う必要が

２

ある。
・市民生活上必

年

要である　など

　備蓄

度

する非常食については

評

、ローリングストック

価

を実施
・コストの節減

）

、費用対効果
高い

し、

刈

極力廃棄しないように

谷

計画性を持って更新し

市

ている。
効率性 ・執行

事

体制の効率性
・手段の

務

最適性　など

　災害に

事

備えて、必要な設備や

業

資機材の整備及び管理

評

を行
・市が主体となっ

価

て実施する
高い

い、災

シ

害発生時に市民の避難

ー

所等での生活を維持す

ト

る。
妥当性 　べき事業

（

であるか
・総合計画と

様

の整合性　など

　災害

式

時に備え、必要な資器

２

材を整備し、備蓄倉庫

）

内の非

施策への ・施策

会

への貢献度
高い

常食を

計

計画的に更新し、発災

名

時の初動を迅速化でき

担

る。ま
・目標達成度 た

当

、災害時の感染症対策

部

に必要な資器材や環境

生

を整備する
貢献度 ・市

活

民サービスへの効果　

安

など ことができる。

今

全

後の方向性 ■拡充　□

部

現状維持　□改善・効

一

率化　□縮小　□終期

般

設定　□休止・廃止

　

会

引き続き、迫り来る災

計

害に備え、資機材や食

災

糧の整備し、災害に強

害

いまちづくりを進める

対

。また、避難所におけ

策

る
感染症蔓延を防ぐた

管

めに、感染症対策資器

理

材の整備や管理を行う

事

。

業
担当

Ｃ
 
　
Ｈ

課

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

危

　
∧
　
評
　
価
　
∨

機管理課

款 項 目 担当係 防災係
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Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 160 1,000 合計 160,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 160,000 円

一般財源 0 0 160 1,000

職員人件費　② 0 0 1,195 75

総事業費（①＋②） 0 0 1,355 1,075

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

令

全

基本施策 防災
施策体

和

系
施策の内容 防災意識

２

の高揚

目
　
　
　
的

　大

年

規模地震時に懸念され

度

る電気火災を抑制

主
た

評

る
内
容

○感震ブレーカ

価

ー設置費に対する補助

）

するための自助手段の

刈

一つである感震ブレー

谷

　補助対象経費　2分

市

の1以内
カーの設置を

事

補助することにより、

務

火災によ 　（上限20

事

,000円）
る被害の

業

軽減を図る。

位
置
づ
け

評

関連計画

根拠法令 刈谷

価

市感震ブレーカー設置

シ

費補助金交付要綱

対象

ー

者 市民 事業期間 令和２

ト

年度 ～ 令和４年度

実施

（

方法 □直営　□委託　

様

□指定管理　■補助・

式

助成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ

生

　
事
　
業
　
実
　
績

３０

活

年度実績 元年度実績 ２

安

年度実績 ３年度計画

　

全

　 ・設置補助件数　8

部

件 ・設置補助件数　5

一

0件
　 　
　 　
　 　
　　

般

　――――――― 　　

会

　―――――――

　感

計

震ブレーカー設置費補

感

助事業を開始し、適切

震

に設置補助を行うこと

ブ

ができた。

成果

　感震

レ

ブレーカー設置費補助

ー

金の利用が広がるよう

カ

に、より積極的に広報

ー

していく必要がある。

設

課題

指標名称（単位）

置

実績値 目標値

３０年度

費

元年度 ２年度 ３年度 ５

補

年度

活動 設置補助累計

助

件数（件） ― ― 8 28

事

―
指標
活動
指標

○安城

業

市　　・補助金額：上

担

限10,000円
他市

当

との ○みよし市　・補

課

助金額：補助対象経費

危

の2分の1　分電盤タ

機

イプは20,000円

管

、簡易タイプは2,0

理

00円が上限
比較検証

課

○東浦町　　・補助金

款

額：補助対象経費の2

項

分の1　上限2,00

目

0円（簡易タイプ）

担当係 防災係



1 4

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　南海トラ

令

フ地震や直下型地震の

和

発生が懸念されており

３

、
・法的業務

高い
地震

年

対策の必要性が高くな

度

っている。市民の地震

（

対策に対
必要性 ・市民

令

ニーズ、社会需要 する

和

意識も向上しているた

２

め、必要がある。
・市

年

民生活上必要である　

度

など

　ホームページの

評

掲載やチラシの配布等

価

により広報活動を
・コ

）

ストの節減、費用対効

刈

果
普通

行っている。さ

谷

らなる利用促進のため

市

、より積極的に広報
効

事

率性 ・執行体制の効率

務

性 していく必要がある

事

。
・手段の最適性　な

業

ど

　感震ブレーカー設

評

置に係る費用を補助す

価

ることで、市民
・市が

シ

主体となって実施する

ー

普通
の費用負担が軽減

ト

し、感震ブレーカーを

（

積極的に設置する
妥当

様

性 　べき事業であるか

式

ことが期待される。
・

２

総合計画との整合性　

）

など

　感心ブレーカー

会

の設置が広がることで

計

、市民の災害への

施策

名

への ・施策への貢献度

担

普通
備えが促進され、

当

防災意識の醸成と災害

部

に強いまちづくり
・目

生

標達成度 に寄与する。

活

貢献度 ・市民サービス

安

への効果　など

今後の

全

方向性 □拡充　■現状

部

維持　■改善・効率化

一

　□縮小　□終期設定

般

　□休止・廃止

　令和

会

2年度より開始した事

計

業であるが、さらなる

感

利用促進のため、より

震

積極的に広報活動を行

ブ

い、設置補助件数の増

レ

加を目指す。

ーカー設

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

置

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

費

価
　
∨

補助事業
担当課 危機管理課

款 項 目 担当係 防災係
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３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 11,630 15,100 9,022 35,972 合計 9,021,960 円
需用費 2,377,100 円

財
　
源

特定財源 694 747 420 200 委託料 4,528,700 円
使用料及び賃借料

一般財源 10,936 14,353 8,602 35,772 2,116,160 円

職員人件費　② 3,626 3,620 3,882 6,253

総事業費（①＋②） 15,256 18,720 12,904 42,225

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 消耗品売上収入

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安全

基本施

令

策 防災
施策体系

施策の

和

内容 防災体制の充実

目

２

　
　
　
的

　地震や豪雨

年

等の災害発生時に、市

度

民が対策

主
た
る
内
容

〇

評

防災ラジオ販売
や避難

価

を素早く行うことがで

）

きるよう、緊急
情報を

刈

コミュニティＦＭ等に

谷

より瞬時に市民
に伝達

市

する。

位
置
づ
け

関連計

事

画

根拠法令

対象者 市民

務

事業期間 平成２３年度

事

～

実施方法 ■直営　□

業

委託　□指定管理　□

評

補助・助成　□その他

価シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

会

績

３０年度実績 元年度

計

実績 ２年度実績 ３年度

名

計画

・公共施設へのＪ

担

アラート接 ・防災ラジ

当

オ販売　354台 ・防

部

災ラジオ販売　217

生

台 ・防災ラジオ販売　

活

429台
　続　　　　

安

　　　　 2施設
・公

全

共施設へのＫＡＴＣＨ

部

緊
　急地震速報サービ

一

ス接続
　　　　　　　

般

　　 　2施設
・Ｊア

会

ラート新型受信機購入

計

・防災ラジオ販売　　

防

 347台

　防災ラジ

災

オを世帯等（217台

情

）に販売することがで

報

きた。

成果

　市民への

発

防災ラジオの普及を、

信

より推進していく必要

事

がある。

課題

指標名称

業

（単位）
実績値 目標値

担

３０年度 元年度 ２年度

当

３年度 ５年度

成果 防災

課

ラジオ普及台数累計（

危

台） 5,000 5,3

機

54 5,571 6,0

管

00 6,500
指標

指

理

標
防災ラジオの販売台

課

数（2年度末までの累

款

計）
他市との 安城市　

項

13,014台
比較検

目

証 知立市　 2,15

担

7台
高浜市　   7

当

22台

係 危機管理係

9 1

Ｃ
　
事
　
業
　

4

コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　防災ラジオの普及

令

は、災害発生時の緊急

和

情報をすみやか
・法的

３

業務
高い

に市民に伝達

年

するための施策である

度

。また、防災ガイドの

（

必要性 ・市民ニーズ、

令

社会需要 作成は、家庭

和

で日常的に取り組むこ

２

とのできる災害対策を

年

・市民生活上必要であ

度

る　など 啓発し、市民

評

の防災意識の向上を図

価

る施策である。

　防災

）

ラジオは、屋外放送施

刈

設等と比べて、風雨に

谷

よる音
・コストの節減

市

、費用対効果
高い

声伝

事

達範囲の影響を受けに

務

くい。また、設置工事

事

の必要が
効率性 ・執行

業

体制の効率性 ないこと

評

から、低コストで取り

価

組むことのできる施策

シ

であ
・手段の最適性　

ー

など る。

　災害発生時

ト

の緊急情報は、市が市

（

民にすみやかに伝達し

様

・市が主体となって実

式

施する
高い

なければな

２

らない情報であり、第

）

7次刈谷市総合計画に

会

定め
妥当性 　べき事業

計

であるか る、伝達手段

名

を整備し情報提供体制

担

を充実する施策である

当

・総合計画との整合性

部

　など 。また、防災ガ

生

イドは第7次刈谷市総

活

合計画に定める防災意

安

識の高揚を図る施策で

全

ある。
　Ｊアラート接

部

続施設の増加や防災ラ

一

ジオの普及を進める

施

般

策への ・施策への貢献

会

度
高い

ことにより、市

計

民に災害発生時の緊急

防

情報を伝達する情報
・

災

目標達成度 提供体制を

情

充実することができる

報

。
貢献度 ・市民サービ

発

スへの効果　など

今後

信

の方向性 □拡充　■現

事

状維持　□改善・効率

業

化　□縮小　□終期設

担

定　□休止・廃止

　防

当

災ラジオの計画販売数

課

達成後の、故障等への

危

対応や転入者等の新規

機

希望者への対応を検討

管

する必要がある。
また

理

、多様な手段による情

課

報発信を検討する。

款 項 目 担

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

当

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

係

　
評
　
価
　
∨

危機管理係
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うことがで

きた。

　各地区が行う防災訓練は、それぞれに内容を工夫し取り組まれているが、地区間の差が大きくなっているため、他地区

の状況を紹介するなど、自主防災会間の情報交換を進める必要がある。
課題

　補助金の活用状況にも差があることから、同様に情報交換を行う必要がある一方、補助利用が増加しているため、予算

の確保と併せ、申請内容の精査が求められている。

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 自主防災訓練参加者数（人） 8,987 9,698 664 4,200 9,000
指標

 
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 13,326 11,294 10,220 14,138 合計 10,220,438 円
報償費 460,000 円

財
　
源

特定財源 32 0 0 0 需用費 247,500 円
委託料 341,338 円

一般財源 13,294 11,294 10,220 14,138 使用料及び賃借料 44,600 円
負担金、補助及び

職員人件費　② 5,

Ｄ

015 6,546 6,

　

346 6,780 交付

　

金 9,127,000

　

 円

総事業費（①＋②

Ｏ

） 18,341 17,

　

840 16,566 2

　

0,918

建
設
事
業

全

∧

体事業費（単位：千円

　

） 0 ２年度特定財源名

　

称

２年度までの累積事

実

業費 0

４年度以降の事

　

業費見込 0

　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 防

令

災
施策体系

施策の内容

和

防災意識の高揚

目
　
　

２

　
的

　自主防災会が開

年

催する防災訓練等の活

度

動を

主
た
る
内
容

〇自主

評

防災会謝礼　23地区

価

通して、市民の防災意

）

識の高揚や地域の防災

刈

〇講師等の派遣
力の強

谷

化を図る。 〇災害時に

市

使用する井戸の水質検

事

査
〇自主防災会活動支

務

援のための補助金
　補

事

助率　防災施設整備事

業

業　　 4/5
　　　

評

　　防災資器材整備事

価

業　 4/5
　　　　

シ

　防災活動事業　　　

ー

　 4/5

位
置
づ
け

関

ト

連計画 刈谷市地域防災

（

計画

根拠法令 刈谷市自

様

主防災事業補助金交付

式

要綱

対象者 市民（自主

１

防災会） 事業期間 平成

）

１６年度 ～

実施方法 ■

会

直営　■委託　□指定

計

管理　■補助・助成　

名

□その他

担当部 生活安全部

Ｂ
　
事
　

一

業
　
実
　
績

３０年度実

般

績 元年度実績 ２年度実

会

績 ３年度計画

・自主防

計

災事業補助金 ・自主防

地

災事業補助金 ・自主防

区

災事業補助金 ・自主防

防

災事業補助金
　　23

災

地区　 11,700

対

,000円 　　22地

策

区　  9,734,

事

000円 　　19地区

業

　 9,127,00

担

0円 　　23地区　 

当

12,000,000

課

円
・地区自主防災訓練

危

・地区自主防災訓練 ・

機

地区自主防災訓練 ・地

管

区自主防災訓練
　　2

理

3地区　54回　8,

課

987人 　　23地区

款

　52回　9,698

項

人 　　 9地区　 1

目

2回　664人 　　2

担

3地区　23回　4,

当

200人
　

　地域が独

係

自に立案する目的と計

防

画に対して補助を行う

災

ことにより、資器材の

係

整備や防災活動の実施

9

を通して、防災意識

成

1

果
の高揚が図られ、個

4

人や地域が「自分のまちは自分たちで守る」という気持ちを持ち、災害に対する備えを行



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市民の防災に対する意

令

識が高まっており、自

和

主防災会が
・法的業務

３

高い
資器材や備蓄品等

年

を購入する際、自分た

度

ちの地域では何が
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

令

需要 必要であるか、地

和

域の特性などを見極め

２

ながら購入計画を
・市

年

民生活上必要である　

度

など 立てている。

　資

評

器材等の均一な配布で

価

はなく、地域の特性な

）

どの各自
・コストの節

刈

減、費用対効果
高い

主

谷

防災会が必要とするも

市

のに補助することで、

事

効率的な予
効率性 ・執

務

行体制の効率性 算執行

事

ができる。
・手段の最

業

適性　など

　第７次刈

評

谷市総合計画では、防

価

災体制の充実のため、

シ

地
・市が主体となって

ー

実施する
高い

域の防災

ト

活動に必要な防災施設

（

、防災資器材の整備を

様

支援
妥当性 　べき事業

式

であるか し、自主防災

２

組織の強化を図るとし

）

ており、本事業は、こ

会

・総合計画との整合性

計

　など れを実現するも

名

のである。

　自主防災

担

会の活性化により、市

当

民の防災意識の高揚と

部

地

施策への ・施策への

生

貢献度
高い

域の防災力

活

の強化を図ると考えて

安

いる。
・目標達成度 　

全

また、災害の備えを整

部

えることにより、災害

一

発生時の被
貢献度 ・市

般

民サービスへの効果　

会

など 害の軽減につなげ

計

られる。

今後の方向性

地

■拡充　□現状維持　

区

□改善・効率化　□縮

防

小　□終期設定　□休

災

止・廃止

　自主防災会

対

活動補助金の利用は年

策

々増加しており、さら

事

に自治連合会勉強会な

業

ど、各地域の情報交換

担

も進む状況に
あること

当

から、今後も補助の利

課

用が増えることが予想

危

される。

機管理

Ｃ

課

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

款

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

項

∨

目 担当係 防災係

9 1 4



9

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

1

　
ト

単位：千円
３０年

4

度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 358 285 0 389 合計 0 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 358 285 0 389

職員人件費　② 4,591 3,235 896 1,356

総事業費（①＋②） 4,949 3,520 896 1,745

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

令

全

基本施策 防災
施策体

和

系
施策の内容 防災意識

２

の高揚

目
　
　
　
的

　自

年

主防災組織の役割の高

度

まりに伴い、地域

主
た

評

る
内
容

○防災リーダー

価

養成講座の開催
防災力

）

の強化と自主防災活動

刈

の活性化を図る ○フォ

谷

ローアップ講座の開催

市

ため、活動をけん引す

事

るリーダーを養成する

務

・防災に関する基礎的

事

な知識の習得
。 ・災害

業

時に避難所の運営を担

評

うことができる
　知識

価

・スキルの習得
・人材

シ

のネットワーク

位
置
づ

ー

け

関連計画 刈谷市地域

ト

防災計画

根拠法令

対象

（

者 市民 事業期間 平成２

様

４年度 ～

実施方法 ■直

式

営　■委託　□指定管

１

理　□補助・助成　□

）

その他

会計名 担当部 生活

Ｂ
　
事
　
業

安

　
実
　
績

３０年度実績

全

元年度実績 ２年度実績

部

３年度計画

・防災リー

一

ダー養成講座 ・防災リ

般

ーダー養成講座 ・防災

会

リーダー養成講座 ・防

計

災リーダー養成講座
　

地

　受講者　78人 　　

域

受講者　66人 　　中

防

止 　　受講生　69人

災

　　修了者　74人 　

リ

　修了者　64人 　　

ー

修了生　69人
　 

　

ダ

新型コロナウイルス感

ー

染症による影響により

育

中止となった。

成果

　

成

新型コロナウイルス感

事

染症の対策を実施しな

業

がら、防災リーダー養

担

成講座を開催できる体

当

制を構築する。

課題

指

課

標名称（単位）
実績値

危

目標値

３０年度 元年度

機

２年度 ３年度 ５年度

活

管

動 防災リーダー養成講

理

座修了者累計(人) 4

課

90 554 554 62

款

3 761
指標 （県講座

項

の修了者33人含む）

目

指標

他市との
比較検証

担当係 危機管理係



1 4

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市内各地

令

区の自主防災活動が活

和

発になってきており、

３

そ
・法的業務

高い
れぞ

年

れの地区の防災活動や

度

避難所の運営などに協

（

力いただ
必要性 ・市民

令

ニーズ、社会需要 ける

和

防災リーダーの育成は

２

必要不可欠であると考

年

えている
・市民生活上

度

必要である　など 。

　

評

講座の半数以上では、

価

既に活動している防災

）

リーダーや
・コストの

刈

節減、費用対効果
高い

谷

ボランティア、自主防

市

災会の方に講師やグル

事

ープワークの
効率性 ・

務

執行体制の効率性 手伝

事

い等を依頼することが

業

できたため、少ない予

評

算で、実
・手段の最適

価

性　など 際の活動に基

シ

づいた講座を行うこと

ー

ができた。

　第７次刈

ト

谷市総合計画に示され

（

た施策のひとつであり

様

、
・市が主体となって

式

実施する
高い

自主防災

２

活動の運営や、災害時

）

の避難所運営等で活躍

会

する
妥当性 　べき事業

計

であるか 防災リーダー

名

は、自主防災活動の活

担

性化に必要な存在であ

当

・総合計画との整合性

部

　など り、その育成は

生

市が行うべきものと考

活

えている。

　防災の意

安

識の高い人材を一人で

全

も多く育成し、地域で

部

活

施策への ・施策への

一

貢献度
高い

動すること

般

により、自主防災活動

会

をより一層活性化させ

計

、
・目標達成度 地域の

地

防災力の強化や防災意

域

識の高揚につなげられ

防

ると考
貢献度 ・市民サ

災

ービスへの効果　など

リ

えている。

今後の方向

ー

性 □拡充　■現状維持

ダ

　□改善・効率化　□

ー

縮小　□終期設定　□

育

休止・廃止

　防災リー

成

ダーの養成講座を継続

事

的に行い、活躍できる

業

人材を多世代に育てる

担

ほか、フォローアップ

当

研修により知識
や情報

課

の更新を行う。
　また

危

、地域の防災リーダー

機

として活躍すべく、地

管

区の自主防災会への参

理

加を促す。

課

款 項 目

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

担

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

当

　
∨

係 危機管理係

9



1

他市との ○新居浜市　

4

・対象者：避難勧告等発令区域内の居住者　・補助金額：補助対象経費の2分の1以内で1泊2日
比較検証 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当たり3,500円

○神戸市　　・対象者：妊産婦等　・補助金額：1泊1人につき7,000円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 0 1,000 合計 0 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 1,000

職員人件費　② 0 0 0 1,507

総事業費（①＋②） 0 0 0 2,507

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 福祉安全

令

基本施策 防災
施策体系

和

施策の内容 防災体制の

２

充実

目
　
　
　
的

　新型

年

コロナウイルス感染症

度

対策として、避

主
た
る

評

内
容

　避難勧告等の避

価

難情報が発令されてか

）

ら解
難者が宿泊施設を

刈

利用するために要した

谷

費用 除されるまでに避

市

難者が宿泊施設を利用

事

する
を補助することで

務

、分散避難の促進を図

事

り、 ために要した費用

業

を補助する。
避難所の

評

過密状態を解消すると

価

ともに避難者 ○補助金

シ

額
の生活環境を向上さ

ー

せる。 　補助対象経費

ト

の3分の2以内
　1泊

（

2日当たり5,000

様

円を上限とする。
※対

式

象者
　妊産婦及び1歳

１

未満の乳児並びにその

）

同居の
親族

位
置
づ
け

関

会

連計画

根拠法令 刈谷市

計

避難者宿泊施設利用補

名

助金交付要綱

対象者 主

担

たる内容欄※参照 事業

当

期間 令和２年度 ～ 令和

部

４年度

実施方法 □直営

生

　□委託　□指定管理

活

　■補助・助成　□そ

安

の他

全部

一般会計
避難

Ｂ
　
事
　
業
　

者

実
　
績

３０年度実績 元

宿

年度実績 ２年度実績 ３

泊

年度計画

　 　 ・補助件

施

数　0件（0人） ・補

設

助件数　30件
　 　 ※

利

避難勧告等の発令なし

用

　 　
　 　
　　　―――

補

―――― 　　　―――

助

――――

　分散避難の

事

促進を図り、避難所の

業

過密状態を解消すると

担

もに避難者の生活環境

当

を向上させるために刈

課

谷市避難者宿泊施

成果

危

設利用補助金交付要綱

機

を作成した。

　災害時

管

に対象者が宿泊施設を

理

積極的に利用するよう

課

に広報する。

課題

指標

款

名称（単位）
実績値 目

項

標値

３０年度 元年度 ２

目

年度 ３年度 ５年度

活動

担

補助件数（件） ― ― 0

当

30 ―
指標
活動
指標

○

係

宇和島市　・対象者：

防

要配慮避難者　・補助

災

金額：補助対象経費の

係

2分の1以内で1泊2

9

日当たり3,500円



4

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　新型コロナ

令

ウイルス感染症対策と

和

して、災害時の避難所

３

・法的業務
高い

の過密

年

状態を解消することが

度

課題となっており、早

（

急に対
必要性 ・市民ニ

令

ーズ、社会需要 応する

和

必要がある。
・市民生

２

活上必要である　など

年

　宿泊施設との協定を

度

締結する他自治体もあ

評

る中で、補助
・コスト

価

の節減、費用対効果
高

）

い
制度は必要最小限の

刈

コストで実施可能であ

谷

る。
効率性 ・執行体制

市

の効率性
・手段の最適

事

性　など

　発災時の分

務

散避難の促進は、避難

事

所の環境整備等を行っ

業

・市が主体となって実

評

施する
高い

ている市が

価

主体となって実施する

シ

必要がある。
妥当性 　

ー

べき事業であるか
・総

ト

合計画との整合性　な

（

ど

　分散避難が促進し

様

、避難所の過密状態が

式

解消されること

施策へ

２

の ・施策への貢献度
普

）

通
で、新型コロナウイ

会

ルス感染症の感染拡大

計

の恐れが低くな
・目標

名

達成度 る。
貢献度 ・市

担

民サービスへの効果　

当

など

今後の方向性 □拡

部

充　■現状維持　□改

生

善・効率化　□縮小　

活

□終期設定　□休止・

安

廃止

　発災時に分散避

全

難の促進を図り、避難

部

所の過密状態を解消す

一

るとともに避難者の生

般

活環境を向上させるた

会

めに、積
極的に制度を

計

利用してもらえるよう

避

に広報活動を行う。

難者宿泊

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

施

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

設

　
評
　
価
　
∨

利用補助事業
担当課 危機管理課

款 項 目 担当係 防災係

9 1



係

,720 1,354,

防

080

職員人件費　②

災

386 385 299 3

係

01

総事業費（①＋②

9

） 1,291,885

1

1,372,679 1

1

,319,019 1,354,381

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 計画推進

基本施策 行

和

政経営
施策体系

施策の

２

内容 広域行政・広域連

年

携の推進

目
　
　
　
的

　

度

衣浦５市の消防業務を

評

広域で行うことによ

主

価

た
る
内
容

○衣浦東部広

）

域連合消防局の共通経

刈

費分の分
り、業務の効

谷

率化を図る。 　担金
　

市

衣東共通経費×26.

事

08%

位
置
づ
け

関連計

務

画  

根拠法令  

対象者

事

衣浦東部広域連合 事業

業

期間 平成１５年度 ～

実

評

施方法 □直営　□委託

価

　□指定管理　□補助

シ

・助成　■その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

名

０年度実績 元年度実績

担

２年度実績 ３年度計画

当

・衣浦東部広域連合分

部

担金 ・衣浦東部広域連

生

合分担金 ・衣浦東部広

活

域連合分担金 .衣浦東

安

部広域連合分担金
　（

全

共通経費） 　（共通経

部

費） 　（共通経費） 　

一

（共通経費）

　消防業

般

務の広域化により、業

会

務の効率化及び火災や

計

救急出動の時間短縮が

衣

図られた。

成果

課題

指

浦

標名称（単位）
実績値

東

目標値

３０年度 元年度

部

２年度 ３年度 ５年度

 

広

指標
 

指標
 

他市との

域

比較検証

連合分担事業（共

Ｃ
　
事
　
業

通

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

経

円
３０年度 元年度 ２年

費

度 ３年度 ２年度

（決算

）

） （決算） （決算） （

担

予算） 事業費内訳

事業

当

費　① 1,291,4

課

99 1,372,29

危

4 1,318,720

機

1,354,080 合

管

計 1,318,720

理

,399 円
負担金、

課

補助及び

財
　
源

特定財

款

源 0 0 0 0 交付金 1,

項

318,720,39

目

9 円

一般財源 1,2

担

91,499 1,37

当

2,294 1,318



係 防

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

災

　
ト

単位：千円
３０年

係

度 元年度 ２年度 ３年度

9

２年度

（決算） （決算

1

） （決算） （予算） 事

1

業費内訳

事業費　① 86,139 47,311 65,607 67,555 合計 65,607,449 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 65,607,449 円

一般財源 86,139 47,311 65,607 67,555

職員人件費　② 386 385 299 301

総事業費（①＋②） 86,525 47,696 65,906 67,856

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 計画推進

基本施策 行

和

政経営
施策体系

施策の

２

内容 広域行政・広域連

年

携の推進

目
　
　
　
的

　

度

衣浦５市の消防業務を

評

広域で行うことによ

主

価

た
る
内
容

○衣浦東部広

）

域連合消防局の常備消

刈

防にかか
り、業務の効

谷

率化を図る。 　る単独

市

経費（刈谷消防署管内

事

）の分担金

位
置
づ
け

関

務

連計画  

根拠法令  

対

事

象者 市民 事業期間 平成

業

１５年度 ～

実施方法 □

評

直営　□委託　□指定

価

管理　□補助・助成　

シ

■その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　

計

業
　
実
　
績

３０年度実

名

績 元年度実績 ２年度実

担

績 ３年度計画

・衣浦東

当

部広域連合分担金 ・衣

部

浦東部広域連合分担金

生

・衣浦東部広域連合分

活

担金 ・衣浦東部広域連

安

合分担金
　(単独経費

全

） 　(単独経費） 　(

部

単独経費） 　(単独経

一

費）
【平成30年度】

般

【平成31年度】 【令

会

和2年度】 【令和3年

計

度】
　・消火栓維持管

衣

理費 　・消火栓維持管

浦

理費 　・消火栓維持管

東

理費 　・消火栓維持管

部

理費
　　　　　　　　

広

2,749基 　　　　

域

　　　　2,758基

連

　　　　　　　　2,

合

767基 　　　　　　

分

　　2,772基
　・

担

消火栓設置　　 50

事

基 　・消火栓設置　　

業

 40基 　・消火栓設

（

置　　 30基 　・消

単

火栓設置　　 30基

独

　・防火水槽撤去　　

経

1基

　消防業務の広域

費

化により、業務の効率

）

化及び火災や救急出動

担

の時間短縮が図られた

当

。

成果

課題

指標名称（

課

単位）
実績値 目標値

３

危

０年度 元年度 ２年度 ３

機

年度 ５年度

 
指標

 
指

管

標
 

他市との
比較検証

理課

款 項 目 担当



合計 8,266,302 円
需用費 6,496,072 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 333 備品購入費 1,770,230 円

一般財源 21,727 19,513 8,266 24,484

職員人件費　② 1,157 1,925 1,493 1,507

総事業費（①＋②） 22,884 21,438 9,759 26,324

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 南海トラフ地震等対策事業費
補助金

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

３

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安全

基本施策 防災

令

施策体系
施策の内容 防

和

災体制の充実

目
　
　
　

２

的

　消防団被服の他、

年

団活動に係る消耗品の

度

購

主
た
る
内
容

○消防団

評

活動服等消耗品費
入を

価

行う。また、操法競技

）

会の自主訓練活動 ○操

刈

法競技会の自主訓練活

谷

動委託料
を委託するこ

市

とで、消防団員の士気

事

の高揚と
団結力を高め

務

、消防団活動の充実を

事

図る。

位
置
づ
け

関連計

業

画  

根拠法令  

対象者

評

消防団員 事業期間 ～

実

価

施方法 ■直営　□委託

シ

　□指定管理　□補助

ー

・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

担

０年度実績 元年度実績

当

２年度実績 ３年度計画

部

・消防団活動支援 ・消

生

防団活動支援 ・消防団

活

活動支援 ・消防団活動

安

支援
・消防団活動服等

全

購入 ・消防団活動服等

部

購入 ・消防団活動服等

一

購入 ・消防団活動服等

般

購入
・消防団訓練活動

会

委託 ・消防団訓練活動

計

委託 ・消防団訓練活動

消

委託 ・消防団訓練活動

防

委託

　消防団の活動を

団

支援し、団員の活動服

運

などを整備した。

成果

営

　市民だよりや成人式

事

等での啓発活動を行っ

業

ているが、団員数は徐

担

々に減少しており、啓

当

発活動や勧誘等をより

課

活発に行

う必要がある

危

。
課題

指標名称（単位

機

）
実績値 目標値

３０年

管

度 元年度 ２年度 ３年度

理

５年度

 
指標

 
指標

 

課

他市との
比較検証

款 項 目 担当係 防災

Ｃ

係

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

9

単位：千円
３０年度 元

1

年度 ２年度 ３年度 ２年

2

度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 21,727 19,513 8,266 24,817



94 1,269 0

総事業費（①＋②） 2,974 3,017 2,617 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 南海トラフ地震等対策事業費
補助金

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

３

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

令

防災
施策体系

施策の内

和

容 防災体制の充実

目
　

２

　
　
的

　消防団に組立

年

式簡易水槽を３ヵ年計

度

画で配

主
た
る
内
容

○組

評

立式簡易水槽の購入
備

価

し、大規模災害時に備

）

える。

位
置
づ
け

関連計

刈

画

根拠法令

対象者 消防

谷

団員 事業期間 ～

実施方

市

法 ■直営　□委託　□

事

指定管理　□補助・助

務

成　□その他

事業評価シート （

Ｂ
　

様

事
　
業
　
実
　
績

３０年

式

度実績 元年度実績 ２年

１

度実績 ３年度計画

・組

）

立式簡易水槽の配備 ・

会

組立式簡易水槽の配備

計

・組立式簡易水槽の配

名

備 　
　　　　　　　　

担

　7個分団 　　　　　

当

　　　　7個分団 　　

部

　　　　　　　7個分

生

団 　
　
　
　　　―――

活

――――

　各分団に組

安

立式簡易水槽を配備し

全

、大規模災害への備え

部

を行うことができた。

一

成果

課題

指標名称（単

般

位）
実績値 目標値

３０

会

年度 元年度 ２年度 ３年

計

度 ５年度

成果 災害に強

消

いまちと思う市民の割

防

合　　（％） 56.5

団

60.0 60.0 60

装

.0 70.0
指標
成果

備

事業進捗率 (％） 3

充

3.3 66.6 66.

実

6 66.6 100.0

事

指標

他市との
比較検証

業
担当課 危機管理課

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

款

　
ト

単位：千円
３０年

項

度 元年度 ２年度 ３年度

目

２年度

（決算） （決算

担

） （決算） （予算） 事

当

業費内訳

事業費　① 1

係

,277 1,323 1

防

,348 0 合計 1,3

災

47,500 円
備品

係

購入費 1,347,5

9

00 円

財
　
源

特定財

1

源 425 441 449

2

0

一般財源 852 882 899 0

職員人件費　② 1,697 1,6



） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安全

基本施

令

策 防災
施策体系

施策の

和

内容 防災体制の充実

目

２

　
　
　
的

　消防団員の

年

活動を支援することに

度

より、消

主
た
る
内
容

〇

評

準中型自動車免許取得

価

費補助
防力の充実及び

）

強化の推進を図る。 　

刈

　補助率　　 4/5

谷

　　上限額　15万円

市

位
置
づ
け

関連計画

根拠

事

法令 刈谷市消防団員準

務

中型自動車免許取得費

事

補助金交付要綱

対象者

業

事業期間 ～

実施方法 □

評

直営　□委託　□指定

価

管理　□補助・助成　

シ

□その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　

計

業
　
実
　
績

３０年度実

名

績 元年度実績 ２年度実

担

績 ３年度計画

・消防団

当

員用クレジットカー ・

部

準中型免許の取得費用

生

の一 ・準中型免許の取

活

得費用の一 ・準中型免

安

許の取得費用の一
　ド

全

作成 　部を補助 　部を

部

補助 　部を補助
※カー

一

ド会社が作成費用を負

般

担した。

成果

課題

指標

会

名称（単位）
実績値 目

計

標値

３０年度 元年度 ２

消

年度 ３年度 ５年度

活動

防

準中型自動車免許取得

団

補助件数（件） ― 0 3

員

3 3
指標
活動
指標

他市

活

との
比較検証

動支援事業
担当課

Ｃ
　
事

危

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

機

：千円
３０年度 元年度

管

２年度 ３年度 ２年度

（

理

決算） （決算） （決算

課

） （予算） 事業費内訳

款

事業費　① 0 0 395

項

450 合計 395,0

目

00 円
負担金、補助

担

及び

財
　
源

特定財源 0

当

0 0 0 交付金 395,

係

000 円

一般財源 0

防

0 395 450

職員人

災

件費　② 540 1,9

係

25 747 753

総事

9

業費（①＋②） 540

1

1,925 1,142

2

1,203

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円



度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,019 1,824 2,453 2,229 合計 2,452,929 円
需用費 1,585,040 円

財
　
源

特定財源 2 3 3 2 役務費 427,295 円
委託料 190,520 円

一般財源 2,017 1,821 2,450 2,227 使用料及び賃借料 250,074 円

職員人件費　② 2,700 2,696 2,240 2,260

総事業費（①＋②） 4,719 4,520 4,693 4,489

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 防

令

災
施策体系

施策の内容

和

防災体制の充実

目
　
　

２

　
的

　消防団詰所の保

年

守管理を行い、消防団

度

員が

主
た
る
内
容

○分団

評

詰所光熱水費（電気・

価

水道）
活動しやすい環

）

境を整備する。 ○分団

刈

詰所火災保険料
○分団

谷

詰所浄化槽清掃
○分団

市

詰所処理委託料
○分団

事

詰所下水道使用料

位
置

務

づ
け

関連計画  

根拠法

事

令  

対象者 消防団員 事

業

業期間 ～

実施方法 ■直

評

営　■委託　□指定管

価

理　□補助・助成　□

シ

その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業

計

　
実
　
績

３０年度実績

名

元年度実績 ２年度実績

担

３年度計画

・分団詰所

当

光熱水費 ・分団詰所光

部

熱水費 ・分団詰所光熱

生

水費 ・分団詰所光熱水

活

費
・分団詰所火災保険

安

料 ・分団詰所火災保険

全

料 ・分団詰所火災保険

部

料 ・分団詰所火災保険

一

料
・分団詰所浄化槽清

般

掃 ・分団詰所浄化槽清

会

掃 ・分団詰所浄化槽清

計

掃 ・分団詰所浄化槽清

分

掃
・分団詰所下水道使

団

用料 ・分団詰所下水道

詰

使用料 ・分団詰所下水

所

道使用料 ・分団詰所下

管

水道使用料

　分団詰所

理

の保守管理を適正に行

事

った。

成果

　電球を省

業

電力のＬＥＤに交換す

担

るなど、節電を検討す

当

る必要がある。また、

課

平成28、29年度で

危

木造の2箇所を更新し

機

た

が、他に築30年を

管

経過した分団詰所が4

理

箇所あることから、更

課

新計画の検討が必要で

款

ある。
課題

指標名称（

項

単位）
実績値 目標値

３

目

０年度 元年度 ２年度 ３

担

年度 ５年度

 
指標

 
指

当

標
 

他市との
比較検証

係 防災係

9 1 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年



Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 防

令

災
施策体系

施策の内容

和

防災体制の充実

目
　
　

２

　
的

　消防団詰所の駐

年

車場用地を取得した用

度

地を

主
た
る
内
容

○消防

評

団詰所駐車場整備工事

価

整備することで、消防

）

団活動の円滑化を図る

刈

　（第１分団詰所）
。

谷

　
　

位
置
づ
け

関連計画

市

根拠法令

対象者 消防団

事

員 事業期間 ～

実施方法

務

■直営　□委託　□指

事

定管理　□補助・助成

業

　□その他

評価シート （様式

Ｂ
　
事

１

　
業
　
実
　
績

３０年度

）

実績 元年度実績 ２年度

会

実績 ３年度計画

・旧詰

計

所改修工事（第18分

名

団)・詰所駐車場用地

担

取得 ・詰所駐車場整備

当

工事 　
　（第１分団）

部

　（第１分団） 　
　
　

生

　　　―――――――

活

成果

課題

指標名称（単

安

位）
実績値 目標値

３０

全

年度 元年度 ２年度 ３年

部

度 ５年度

指標

指標

他市

一

との
比較検証

般会計
分団詰所整

Ｃ
　
事

備

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

事

：千円
３０年度 元年度

業

２年度 ３年度 ２年度

（

担

決算） （決算） （決算

当

） （予算） 事業費内訳

課

事業費　① 3,190

危

21,282 2,34

機

9 0 合計 2,348,

管

720 円
工事請負費

理

2,348,720 

課

円

財
　
源

特定財源 0 0

款

0 0

一般財源 3,19

項

0 21,282 2,3

目

49 0

職員人件費　②

担

1,929 0 2,61

当

3 0

総事業費（①＋②

係

） 5,119 21,2

防

82 4,962 0

建
設

災

事
業

全体事業費（単位

係

：千円） 0 ２年度特定

9

財源名称

２年度までの

1

累積事業費 0

４年度以

2

降の事業費見込 0



千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 防

令

災
施策体系

施策の内容

和

防災体制の充実

目
　
　

２

　
的

　消防団詰所の修

年

繕を行うことにより、

度

消防

主
た
る
内
容

　詰所

評

の修繕を行う。
団の活

価

動環境の向上を図る。

）

位
置
づ
け

関連計画

根拠

刈

法令

対象者 事業期間 ～

谷

実施方法 □直営　□委

市

託　□指定管理　□補

事

助・助成　□その他

務事業評価シート （

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

様

３０年度実績 元年度実

式

績 ２年度実績 ３年度計

１

画

　 ・消防団詰所畳修

）

繕 　 .消防団詰所雨漏

会

り修繕
　 　　　　　　

計

　　7個分団 　 　　　

名

　　　　　　１個分団

担

　 ・消防団詰所建具交

当

換修繕 　 .消防団詰所

部

ホース乾燥塔
　 　　　

生

　　　　　1個分団 　

活

　手動ウィンチ交換修

安

繕
　　　――――――

全

― ・消防団詰所ホース

部

乾燥塔 　　　――――

一

――― 　　　　　　　

般

　１５個分団
　固定金

会

具修繕　1個分団
　

　

計

消防団詰所の修繕を行

分

うことにより、消防団

団

の活動環境の向上を図

詰

ることができた。

成果

所

課題

指標名称（単位）

補

実績値 目標値

３０年度

修

元年度 ２年度 ３年度 ５

事

年度

活動
指標
活動
指標

業

他市との
比較検証

担当課 危機管理課

Ｃ

款

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

項

単位：千円
３０年度 元

目

年度 ２年度 ３年度 ２年

担

度

（決算） （決算） （

当

決算） （予算） 事業費

係

内訳

事業費　① 0 49

防

2 0 4,100 合計 0

災

 円

財
　
源

特定財源 0

係

0 0 0

一般財源 0 49

9

2 0 4,100

職員人

1

件費　② 0 3,081

2

0 2,637

総事業費（①＋②） 0 3,573 0 6,737

建
設
事
業

全体事業費（単位：



費内訳

事業費　① 3,716 4,047 4,523 5,342 合計 4,523,428 円
需用費 1,890,156 円

財
　
源

特定財源 36 316 80 210 役務費 653,272 円
備品購入費 1,529,000 円

一般財源 3,680 3,731 4,443 5,132 公課費 451,000 円

職員人件費　② 1,929 1,925 1,493 2,260

総事業費（①＋②） 5,645 5,972 6,016 7,602

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 自動車事故共済保険金収入

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 防

令

災
施策体系

施策の内容

和

防災体制の充実

目
　
　

２

　
的

　消防団ポンプ自

年

動車および資器材等の

度

維持

主
た
る
内
容

○ポン

評

プ車消耗品費
管理をし

価

、消防団の消防力の充

）

実を目指す。 ○ポンプ

刈

車燃料費
○ポンプ車車

谷

検等修繕料
○ポンプ車

市

点検手数料
○ポンプ車

事

保険料
○ポンプ車重量

務

税

位
置
づ
け

関連計画  

事

根拠法令  

対象者 消防

業

団員 事業期間 ～

実施方

評

法 ■直営　■委託　□

価

指定管理　□補助・助

シ

成　□その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　

計

事
　
業
　
実
　
績

３０年

名

度実績 元年度実績 ２年

担

度実績 ３年度計画

・ポ

当

ンプ車消耗品購入 ・ポ

部

ンプ車消耗品購入 ・ポ

生

ンプ車消耗品購入 ・ポ

活

ンプ車消耗品購入
・ポ

安

ンプ車燃料費 ・ポンプ

全

車燃料費 ・ポンプ車燃

部

料費 ・ポンプ車燃料費

一

・ポンプ車車検等修繕

般

料 ・ポンプ車車検等修

会

繕料 ・ポンプ車車検等

計

修繕料 ・ポンプ車車検

消

等修繕料

　車検や法定

防

点検等を適切に実施し

車

、消防団が使用する消

等

防ポンプ車の安全な運

管

行ができた。また、定

理

期的に消防ポンプ

成果

事

車の資器材を更新し、

業

消防団活動を適切に行

担

うことができた。

　消

当

防団各分団に対して、

課

消防ポンプ車の安全な

危

運行や資器材の適切な

機

使用を継続して指導す

管

る。

課題

指標名称（単

理

位）
実績値 目標値

３０

課

年度 元年度 ２年度 ３年

款

度 ５年度

 
指標

 
指標

項

 
他市との
比較検証

目 担当係 防災係

9 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

2

ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業



係

047 6,189 6,

防

189 交付金 34,2

災

40,817 円

一般

係

財源 38,999 33

9

,720 28,052

1

44,075

職員人件

2

費　② 386 385 373 377

総事業費（①＋②） 47,052 39,152 34,614 50,641

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 退職補償金収入

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 計画推進

基本施策 行

和

政経営
施策体系

施策の

２

内容 広域行政・広域連

年

携の推進

目
　
　
　
的

　

度

消防団員の報酬や活動

評

費等を負担し、消防

主

価

た
る
内
容

○衣浦東部広

）

域連合消防局の非常備

刈

消防分　
力の強化を図

谷

る。 　（消防団に係る

市

費用）の分担金
・消防

事

団員報酬
・消防団員退

務

職報償金
・消防団員出

事

動手当等

位
置
づ
け

関連

業

計画  

根拠法令  

対象

評

者 消防団員 事業期間 平

価

成１５年度 ～

実施方法

シ

□直営　□委託　□指

ー

定管理　□補助・助成

ト

　■その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事

担

　
業
　
実
　
績

３０年度

当

実績 元年度実績 ２年度

部

実績 ３年度計画

・衣浦

生

東部広域連合分担金 ・

活

衣浦東部広域連合分担

安

金 ・衣浦東部広域連合

全

分担金 ・衣浦東部広域

部

連合分担金
　（単独経

一

費） 　（単独経費） 　

般

（単独経費） 　（単独

会

経費）

　消防団員の報

計

酬や活動費等を負担し

衣

、消防団の活動に対し

浦

適切な報酬等の支給が

東

できた。

成果

　団員数

部

が減少しているので、

広

市や各分団等で協力し

域

て団員募集を行う必要

連

がある。

課題

指標名称

合

（単位）
実績値 目標値

分

３０年度 元年度 ２年度

担

３年度 ５年度

 
指標

 

事

指標
 

他市との
比較検

業

証

（単独経費）
担当

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

課

ス
　
ト

単位：千円
３０

危

年度 元年度 ２年度 ３年

機

度 ２年度

（決算） （決

管

算） （決算） （予算）

理

事業費内訳

事業費　①

課

46,666 38,7

款

67 34,241 50

項

,264 合計 34,2

目

40,817 円
負担

担

金、補助及び

財
　
源

特

当

定財源 7,667 5,



単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 60 57 0 合計 57,420 円
需用費 57,420 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 60 57 0

職員人件費　② 0 1,155 1,269 0

総事業費（①＋②） 0 1,215 1,326 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安全

基本施

令

策 防災
施策体系

施策の

和

内容 防災体制の充実

目

２

　
　
　
的

　大規模災害

年

発生時に、被災者の通

度

信手段を

主
た
る
内
容

　

評

電話会社と協力し、避

価

難所専用の特設公衆
迅

）

速かつ確実に確保する

刈

ことで、避難所機能 電

谷

話回線を架設し、電話

市

機を配備する。
の向上

事

を図る。

位
置
づ
け

関連

務

計画 刈谷市地域防災計

事

画

根拠法令

対象者 市民

業

事業期間 令和元年度 ～

評

令和２年度

実施方法 ■

価

直営　□委託　□指定

シ

管理　□補助・助成　

ー

□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　

名

業
　
実
　
績

３０年度実

担

績 元年度実績 ２年度実

当

績 ３年度計画

　 ・特設

部

公衆電話の整備 ・特設

生

公衆電話の整備 　
　 　

活

　指定避難所　16避

安

難所 　　指定避難所　

全

15避難所 　
　 　
　 　

部

　　　―――――――

一

　　　―――――――

般

　指定避難所に特設公

会

衆電話を整備すること

計

で、大規模災害発生時

特

の避難所における通信

設

手段を確保することが

公

できた。

成果

　市の施

衆

設以外の指定避難所（

電

国立1箇所、県立5箇

話

所の計6箇所）との調

整

整ができておらず、整

備

備ができていない。

課

事

題

指標名称（単位）
実

業

績値 目標値

３０年度 元

担

年度 ２年度 ３年度 ５年

当

度

活動 特設公衆電話累

課

計整備数（箇所） ― 1

危

6 31 31 37
指標
活

機

動 特設公衆電話整備率

管

（％） ― 43.2 83

理

.8 83.8 100
指

課

標
　避難所に特設公衆

款

電話整備済みの市（碧

項

海5市）：碧南市、安

目

城市、知立市、高浜市

担

他市との
比較検証

当係 防災係

9 1 4

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 4,486 2,607 1,906 合計 2,607,000 円
需用費 2,607,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 4,486 2,607 1,906

職員人件費　② 0 3,466 3,584 3,767

総事業費（①＋②） 0 7,952 6,191 5,673

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安全

基本施

令

策 防災
施策体系

施策の

和

内容 防災体制の充実

目

２

　
　
　
的

　市内10箇

年

所の飲料水兼用耐震性

度

貯水槽を必

主
た
る
内
容

評

○双口空気弁等取替修

価

繕（原崎公園）
要に応

）

じて修繕等を行うこと

刈

で、災害発生時 ○貯水

谷

槽清掃業務委託（原崎

市

公園）
に市民生活を維

事

持することを目的とす

務

る。 ○緊急遮断弁点検

事

・整備（ついじ公園）

業

○ウイングポンプ等取

評

替修繕（山崎公園）

位

価

置
づ
け

関連計画 刈谷市

シ

地域防災計画

根拠法令

ー

対象者 市民 事業期間 平

ト

成２７年度 ～

実施方法

（

■直営　■委託　□指

様

定管理　□補助・助成

式

　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事

生

　
業
　
実
　
績

３０年度

活

実績 元年度実績 ２年度

安

実績 ３年度計画

　 ・原

全

崎公園（双口空気弁等

部

取 ・耐震性貯水槽ウィ

一

ングポン ・耐震性貯水

般

槽ウィングポン
　 　替

会

修繕・清掃業務委託）

計

　プ等取替修繕 　プ等

耐

取替修繕
　 ・ついじ公

震

園（緊急遮断弁点 （原

性

崎公園・野田公園 （五

貯

軒屋集会所敷地・北部

水

市
　 　検・整備） 　上

槽

池児童遊園） 　民セン

補

ター）
　　　――――

修

――― ・山崎公園（ウ

事

イングポンプ 　
　等取

業

替修繕）

　計画した3

担

箇所の飲料水兼用耐震

当

性貯水槽の修繕等を行

課

うことができた。

成果

危

　整備してから30年

機

を経過している貯水槽

管

もあり、当初予定して

理

いなかった修繕等に柔

課

軟に対応する必要があ

款

る。

課題

指標名称（単

項

位）
実績値 目標値

３０

目

年度 元年度 ２年度 ３年

担

度 ５年度

活動 ウイング

当

ポンプ等取替修繕施設

係

数累計（箇所） ― 1 4

防

6 8
指標
活動
指標

他市

災

との
比較検証

係

9 1 4



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 16,786 1,265 5,146 合計 1,265,000 円
工事請負費 1,265,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 1,265 1,506

一般財源 0 16,786 0 3,640

職員人件費　② 0 0 0 1,883

総事業費（①＋②） 0 16,786 1,265 7,029

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 南海トラフ地震等対策事業費
補助金（県）

４年度以降の事業費見込 0 前年度繰越金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安全

基本施

令

策 防災
施策体系

施策の

和

内容 防災体制の充実

目

２

　
　
　
的

　防災備蓄倉

年

庫用地を取得すること

度

により、

主
た
る
内
容

○

評

防災備蓄倉庫用地の取

価

得
災害時応急対策体制

）

の強化を図る。 ○福祉

刈

避難所への防災備蓄倉

谷

庫の設置
　また、福祉

市

避難所として指定する

事

民間の福 ○福祉避難所

務

用備蓄品の購入
祉施設

事

に防災備蓄倉庫を整備

業

することにより
、災害

評

時の要配慮者への支援

価

体制の強化を図
る。

位

シ

置
づ
け

関連計画 刈谷市

ー

地域防災計画

根拠法令

ト

対象者 市民 事業期間 令

（

和元年度 ～ 令和３年度

様

実施方法 ■直営　■委

式

託　□指定管理　□補

１

助・助成　□その他

）

会計名 担当部 生活

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

安

３０年度実績 元年度実

全

績 ２年度実績 ３年度計

部

画

　 ・防災備蓄倉庫用

一

地の取得 ・福祉避難所

般

への防災備蓄倉 ・福祉

会

避難所への防災備蓄倉

計

　 ・福祉避難所への防

防

災備蓄倉 　庫の設置 　

災

庫の設置
　 　庫の設置

備

　 ・福祉避難所用備蓄

蓄

品の購入
　　　―――

倉

――――

　福祉避難所

庫

に防災備蓄倉庫を設置

整

し、備蓄品を配備した

備

ことにより、災害時の

事

要配慮者への支援体制

業

を強化することが

成果

担

できた。

　取得した用

当

地への防災備蓄倉庫設

課

置に向けて検討する必

危

要がある。

課題

指標名

機

称（単位）
実績値 目標

管

値

３０年度 元年度 ２年

理

度 ３年度 ５年度

活動 福

課

祉避難所防災備蓄倉庫

款

の計画に対する充足率

項

（％ ― 50 100 10

目

0 ―
指標 ）
活動 福祉避

担

難所備蓄品の計画に対

当

する充足率（％） ― 1

係

00 0 100 ―
指標

他

防

市との
比較検証

災係

9 1 4



防

700 円

一般財源 1

災

4,608 433 51

係

1 876 負担金、補助

9

及び
交付金 353,2

1

00 円

職員人件費　

4

② 2,006 1,386 1,120 1,130 公課費 16,400 円

総事業費（①＋②） 17,916 1,819 1,631 2,016

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

福祉安全

基本施策 防災

和

施策体系
施策の内容 災

２

害に強いまちづくり

目

年

　
　
　
的

　全国の市町

度

村がトイレトレーラー

評

を所有す

主
た
る
内
容

〇

価

トイレトレーラーに関

）

する消耗品
ることによ

刈

り、災害発生時に被害

谷

の大きな地 〇トイレト

市

レーラーの維持管理費

事

域に集結し、トイレ問

務

題を解消する。 〇職員

事

のけん引免許取得費用

業

位
置
づ
け

関連計画

根拠

評

法令

対象者 市民 事業期

価

間 平成３０年度 ～

実施

シ

方法 ■直営　□委託　

ー

□指定管理　□補助・

ト

助成　□その他

（様式１）

会計名

Ｂ

担

　
事
　
業
　
実
　
績

３０

当

年度実績 元年度実績 ２

部

年度実績 ３年度計画

・

生

トイレトレーラーの購

活

入 ・トイレトレーラー

安

の維持管 ・トイレトレ

全

ーラーの維持管 ・トイ

部

レトレーラーの維持管

一

　理 　理 　理

トイレト

般

レーラーを購入するこ

会

とで災害時のトイレ対

計

策を強化することがで

災

きた。

成果

課題

指標名

害

称（単位）
実績値 目標

派

値

３０年度 元年度 ２年

遣

度 ３年度 ５年度

活動
指

ト

標
活動
指標

近隣市で導

イ

入しているところは無

レ

い。（現在、全国で導

ネ

入している自治体は、

ッ

本市を含め14市町村

ト

である。
他市との ）
比

ワ

較検証

ーク推進事業
担当

Ｃ
　
事
　
業
　

課

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

危

３０年度 元年度 ２年度

機

３年度 ２年度

（決算）

管

（決算） （決算） （予

理

算） 事業費内訳

事業費

課

　① 15,910 43

款

3 511 886 合計 5

項

11,206 円
旅費

目

1,720 円

財
　
源

担

特定財源 1,302 0

当

0 10 需用費 84,1

係

86 円
役務費 55,



係

9

Ｃ
　

1

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

4

位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 6,987 0 合計 6,987,407 円
委託料 6,987,407 円

財
　
源

特定財源 0 0 6,987 0

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 0 0 2,240 0

総事業費（①＋②） 0 0 9,227 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 前年度繰越金

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 福祉

令

安全

基本施策 防災
施策

和

体系
施策の内容 防災体

２

制の充実

目
　
　
　
的

　

年

大規模自然災害等に備

度

えて早急に事前防災､

評

主
た
る
内
容

〇国土強靭

価

化地域計画の策定
減災

）

等に資する施策を総合

刈

的かつ計画的に実
施す

谷

ることで、市域全域に

市

わたる強靭な地域
づく

事

りを推進する。

位
置
づ

務

け

関連計画 国土強靱化

事

基本計画、愛知県地域

業

強靱化計画

根拠法令 国

評

土強靭化基本法

対象者

価

刈谷市全域 事業期間 令

シ

和元年度 ～ 令和２年度

ー

実施方法 □直営　■委

ト

託　□指定管理　□補

（

助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

３０年度実績 元年度実

生

績 ２年度実績 ３年度計

活

画

　 ・国土強靭化地域

安

計画策定 ・国土強靭化

全

地域計画策定 　
　 　
　

部

　
　 　
　　　――――

一

――― 　　　――――

般

―――

　市民の生命や

会

財産を災害から守るた

計

めに平常時から防災対

国

策を推進するため、刈

土

谷市の地域特性を踏ま

強

えた国土強靭化

成果
地

靭

域計画を策定すること

化

ができた。またアクシ

地

ョンプランを策定し、

域

進捗状況や成果等を確

計

認出来るようにした。

画

　進捗管理をするため

策

の指標の設定が適切で

定

あるかどうかを継続し

事

て検討していく必要が

業

ある。

課題

指標名称（

担

単位）
実績値 目標値

３

当

０年度 元年度 ２年度 ３

課

年度 ５年度

活動 国土強

危

靭化地域計画策定進捗

機

率（％） ― 20.0 1

管

00.0 ― ―
指標
活動

理

指標
　愛知県内では令

課

和3年4月1日時点で

款

54市町村中53市町

項

村が国土強靱化地域計

目

画を策定している。
他

担

市との
比較検証

当係 危機管理



,620,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 5,000 0

一般財源 0 0 10,620 0

職員人件費　② 0 0 2,240 0

総事業費（①＋②） 0 0 17,860 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 元気な愛知の市町村づくり補
助金（県）

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安全

基本

令

施策 防災
施策体系

施策

和

の内容 防災意識の高揚

２

目
　
　
　
的

　ハザード

年

マップを作成し、住民

度

に対して本

主
た
る
内
容

評

〇内水シミュレーショ

価

ンの実施
市の災害リス

）

ク情報を正しく周知す

刈

ることで 〇水害ハザー

谷

ドマップの作成
、住民

市

の防災意識の向上を図

事

る。

位
置
づ
け

関連計画

務

根拠法令 水防法

対象者

事

市民及び事業者 事業期

業

間 令和２年度 ～ 令和２

評

年度

実施方法 ■直営　

価

■委託　□指定管理　

シ

■補助・助成　□その

ー

他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実

名

　
績

３０年度実績 元年

担

度実績 ２年度実績 ３年

当

度計画

　 　 ・水害ハザ

部

ードマップ作成 　
　 　

生

　75,000部 　
　

活

　 ・水害ハザードマッ

安

プ配布 　
　 　 　全戸配

全

布 　
　　　―――――

部

―― 　　　―――――

一

―― 　　　―――――

般

――

　住民に対して本

会

市の水害リスク情報を

計

正しく周知することで

ハ

、豪雨時における確実

ザ

な避難行動に結びつけ

ー

ることができ

成果
る。

ド

　水害ハザードマップ

マ

配布後に、市民が水害

ッ

リスクについて正しく

プ

理解できるように広報

更

する。

課題

指標名称（

新

単位）
実績値 目標値

３

事

０年度 元年度 ２年度 ３

業

年度 ５年度

活動 水害ハ

担

ザードマップ配布率(

当

%) ― ― 100 ― ―
指

課

標
活動
指標

他市との
比

危

較検証

機管理課

款 項 目 担

Ｃ
　
事
　
業
　

当

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

係

３０年度 元年度 ２年度

防

３年度 ２年度

（決算）

災

（決算） （決算） （予

係

算） 事業費内訳

事業費

9

　① 0 0 15,620

1

0 合計 15,620,

4

000 円
委託料 15


